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おわりに
はじめに
　第 25 回日・EU 定期首脳協議が行われた 2018 年 7 月 17 日，日本と EU は 5
年以上に及ぶ交渉を経て，経済連携協定（EPA）及び戦略的パートナーシッ
プ協定（SPA）に署名した。
　これは日欧関係にとって大きなメルクマールとなる出来事であったが，特に
SPA について日本社会の関心は残念ながら高いとは言えないのが現状である。
たとえば，日本の主要紙による報道をみると，EPA に関しては関税撤廃にな
る品目やスケジュールが詳細に逐次報道されるなど関心は高い。その一方で，
SPA に関しては情報が極端に少ないこともあいまって，主要紙ですら SPA に 二二二
（1）　拓殖大学政経学部准教授（ヨーロッパ政治論，EU 研究），ジャン・モネ EU 研究センター
（慶應大学）事務次長兼主任研究員。
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ついての報道はほとんど見られない
（2）
。そして日欧関係に直接携わるような双方
の関係者や学界の一部の人々を除き，そもそも日欧双方の一般市民にとって日
欧関係への関心はおしなべていつも低い傾向にあった。
　しかし，日欧の協力関係強化に対する市民の関心と，協力関係強化の重要性
は同義ではない。むしろ SPA によって日欧が改めて基本的な価値を共有して
いることを確認することの意義は，日欧の間で SPA/EPA 交渉開始を合意し
た 2011 年当時よりも現在の方が大きくなっている。自由，民主主義，法の支
配および人権の信奉，市場原理，自由貿易の促進といった価値観をもとに，第
二次世界大戦後に欧米を中心に日本を含むいわゆる西側民主主義陣営が築き上
げてきた国際秩序は，中国などの新興国のみならず，アメリカで誕生したトラ
ンプ政権からも大きな挑戦を受けるようになった
（3）
。2017 年 7 月 7─8 日にハン
ブルクで開催された G20 サミットでのトランプ政権によるパリ協定離脱や保
護貿易主義に見られるように，「西側民主主義陣営の一枚岩は崩れはじめ，議
題ごとに立場が分かれる『断片化
（4）
』」が進んでいる
（5）
。自由，民主主義，法の支
配および人権の信奉，市場原理，自由貿易の促進といった基本的価値は日本外
交の座標軸のひとつでもあるが，こうした価値観を必ずしも共有しない政権が
アメリカに生まれたという事実は，日本が外交政策を推進しようとするときに
欧州が頼りになる存在であることを意味する。筆者の聞き取りによると，日本
の外交関係者の間でも，日本と EU が SPA，EPA 交渉を開始した頃は，SPA
で価値の共有を再確認することに特段大きな意味を見出していたわけではなか
（2）　日本の主要紙の中では 2017 年 7 月 7 日の『毎日新聞』が EU 研究者であり元 EU 日本政府代
表部次席大使である植田隆子教授による記事の中でごく短く SPA に言及されているのみである。
『毎日新聞』「重責担うドイツ・日本」2017 年 7 月 7 日
（3）　同上，植田は，自由民主主義を基礎とする安全保障の維持が厳しさを増す中で「法の支配」
を追及する牙城である EU との連携は日本にとって重要であることや，その連携は EPA だけで
なく SPA の実施によっても強化されると分析している。
（4）　同上
（5）　BBC, G20 Hamburg: Leaders fail to bridge Trump climate chasm, 8 July 2017, Available 
at:〈http : //www.bbc.com/news/world-europe-40540359〉［Accessed 16 August 2017］
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ったという
（6）
。したがって，1991 年 7 月の日 EC 間の「ハーグ宣言」ですでに
確認しているが，日本が欧州と基本的価値観を共有することを SPA/EPA に
よって改めて確認をし，協力を深めることには，即効的なものではないが，意
義があるといえる。
　そこで本稿では，第一節でこれまでの日欧関係の歴史を経済・政治の両側面
から概観する。そこからは日欧関係への関心の低さという現実が浮かび上がる。
第二節では，21 世紀の国際秩序の中で SPA/EPA を含め日本が欧州と協力す
ることの意義を，「価値を共有する」という視点を中心に考察したい。
1．日欧関係小史─経済摩擦から政治対話へ─
1.1　経済摩擦の歴史
　日欧関係に関しては，「日欧関係は経済摩擦の歴史であった」，「日欧関係に
おいては経済関係が常に最も発達した領域であり，政治関係は未発達である」
というのが一般的な見方である
（7）
。前述した日本の主要紙における SPA と EPA
の報道のされ方の違いからも明らかなように，経済摩擦はほぼ収束しているに
せよ，政治関係よりも経済関係の関心や重要性が高いことは事実である。また
学界においてさえ日欧関係，特に経済以外の領域については研究・関心の対象
として十分に開拓されているとは言いがたい。日欧関係に対する問題意識や知
見は，双方で同関係に直接携わる少数の関係者で共有されるにとどまり，その
結果として，日欧関係の理解や分析は不十分のままであると指摘される
（8）
。しか
し日欧関係が経済摩擦によって支配されていた期間は 1960 年代から 1980 年代
（6）　筆者が 2017 年 7 月 21 日に外務省欧州局政策課長へヒアリングを実施した。
（7）　例えば，Rothacher, Albrecht, Economic Diplomacy between the European Comminity 
and Japan 1959─1981, Aldershot, Hampshire, England: Gower, 1983.
（8）　鶴岡路人「EU と日本─パートナーシップの構図」田中敏郎・庄司克宏編『EU 統合の軌跡と
ベクトル』慶應義塾大学出版会，2006a 年，p. 372.
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末までの限られた期間であり
（9）
，日欧関係の歴史全体から見ればそれほど長いわ
けではない
（10）
。また，そのことによって経済関係の重要性が低下するわけではな
いが，経済的側面と政治的側面の双方を相対化してみることも必要である
（11）
。
　それでは，日欧関係は経済摩擦の歴史に支配されていると，広く認識されて
いるのはなぜなのか。
　第一に，日本と欧州は地理的に遠く位置することから，おのずと接点が少な
かった。しかし戦後日本が目覚しい経済成長を遂げることにより日欧貿易不均
衡が生じ，否が応でも日欧間でその解決について協議する必要性がもたらされ
た。
　1950 年代の日本は「神武景気
（12）
」などの高度経済成長を成し遂げ，アジア初
のオリンピックが東京で開催された 1964 年には先進国グループともいわれる
OECD にも加盟した。また，1968 年には日本の国民総生産 GNP は西ドイツ
を抜いて世界第 2 位に躍り出た。こうした中，1969 年を境に日・EC の通商関
係は，日本側が貿易黒字，EC 側が赤字を抱えるという図式が定着した
（13）
。当然
のことながら，欧州は日本を深刻な経済的脅威あるいは競争相手として認識す
るようになった
（14）
。1962 年にフランスを訪問した池田勇人首相が日本製のトラ
ンジスタ・ラジオを手土産に持参したことから，ドゴール大統領は後に池田を
「トランジスタ・セールスマン」のようだと評したという有名なエピソードは，
（9）　Prado, de Céser, Prospects for the EU-Jpana Strategic Partnership ─ a Global Multi-
Level and Swot Analysis, EU-Japan Centre for Industrial Cooperation, 2014, pp. 12─19.
（10）　Owada, Hisashi, ‘The Japan-EU Joint Declaration and its Significance Toward the 
Future’, Studia Diplomatica, Vol. 54, No. 1─2, 2001.
（11）　Tsuruoka, Michito, “The Idea of Trilateralism and Japan-Europe Relations: A 
Historical View”, Gaiko Forum, English Edition, Summer 2006b.
（12）　1955 年から 1957 年に発生した好景気のことを指す。神武景気は日本の高度経済成長の始ま
り。1956 年，経済企画庁は経済白書「日本経済の成長と近代化」の結びで「もはや戦後ではな
い」と記述し，この言葉は流行語になった。これは 1 人当りの実質国民総生産（GNP）が，
1955 年に戦前の水準を超えたことを指している。経済企画庁『経済白書』1955 年
（13）　Togo, Kazuhiko, Japan’s Foreign Policy, 1945─2003, Brill: Leiden, 2005, p. 264.
（14）　Gilson, Julie, Japan and the European Union, London: Macmillan Press LTD, 2000, p. 
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当時ヨーロッパが日本をどのように見ていたかを物語っている。敗戦国の日本
が経済成長によって国際社会での承認を必死に求めている姿を揶揄するかのよ
うである
（15）
。
　1970 年代になると日欧間の貿易不均衡が政治問題化する。1970 年に対外通
商交渉権限が欧州委員会に移譲されたことにより，日・EC 間で包括的な貿易
協定交渉が開始された。しかし，対日差別措置
（16）
を撤廃するという日本側の要求
は受け入れられず，EC 側からは国内特定産業の保護を口実に，日本製品に対
して貿易制限措置やアンチ・ダンピング課税がなされた。そのような中，日欧
の貿易不均衡問題が一気に政治問題化したのは，1976 年の土光訪欧ミッショ
ン
（17）
がきっかけだった。政治問題化した理由は日本の対 EC 輸出額が輸入額の 2
倍にも達していたことや日本の対 EC 貿易黒字額が 30 億ドルという限界ライ
ンに達していたことが指摘される
（18）
。土光訪欧ミッションは，日本市場の閉鎖性
を印象づけ，日欧の緊張関係をさらに悪化させる結果となった。
　このことにショックを受けた日本の政府と財界は翌月，自由貿易の原則に基
づく解決策の拡充を提案した
（19）
が，EC 側は日本の貿易慣行一般に対するさらな
（15）　Togo, op. cit., p. 263.
（16）　欧州諸国は日本製品に対して「安かろう，悪かろう」というイメージを戦前から持っており，
日本に対する市場開放に警戒していた。そのため 1955 年日本が GATT に加盟してからは，35
条を援用して対日差別を続け，輸入制限を行っていた。GATT35 条とは，加盟国と新規加盟国
との間で，いずれか一方が同意しない場合には，3 条の定める GATT 関係（GATT 税率の適用
など）を結ばなくてもよいという例外規定。
（17）　日本経済団体連合会会長の土光敏夫率いる訪欧団は 1967 年 10 月 15 日から 31 日の日程で，
イギリス，フランス，西ドイツ，ベルギー，デンマークを歴訪した。日本と EC の共通する経済
問題を民間ベースで協議することが主たる目的であった。訪欧団の一員であった居林次雄は後に
「EC 全体が日本を焦点に当てて，貿易不均衡の是正を迫ってくるに全員，緊張を覚えた」と語
っている。居林次雄「厳しい対日貿易インバランス批判」『世界週報』57 巻 46 号，1976 年，p. 
46.
（18）　Togo, op. cit., p. 266.
　　岩城成幸「日本・EU 関係の進展と課題」国立国会図書館調査及び立法考査局『レファレン
ス』2007 年 11 月号
（19）　Togo, op. cit., p. 266.
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る不満をつのらせた
（20）
。EC 側の苛立ちは，1979 年にイギリスの新聞によって暴
露された欧州委員会の内部文書に見て取れる。今では有名になった日本人を
「ウサギ小屋に住む仕事中毒」と揶揄する表現であるが，その背景には当時の
欧州は石油ショックによる経済不振とユーロ・ペシミズムが蔓延していた上，
同じ苦境にあっても自分たちとは異質な「仕事中毒」の日本人との競争には到
底勝てないという思いがあった
（21）
。
　1980 年代に入ると日本の対 EC 貿易黒字は大幅に増加し年間 100 億ドルを
超え，貿易摩擦は激化の一途をたどった。EC 側はその原因は日本市場の閉鎖
性にあるとして，特定輸出品目の急増抑制と日本市場の開放，輸入拡大を要求
した。1982 年 10 月から 1983 年 4 月に起きた「ポワチエの戦い
（22）
」は，当時の
EC 側の焦燥感が極限に達したことを象徴する出来事である。日本・EC 間で
は 1973 年より毎年定期的なハイレベル協議
（23）
を重ね，均整のとれた貿易に向か
って相互協力することを合意しているにもかかわらず，貿易収支不均衡は拡大
を続けたため貿易摩擦は激化し，個々の摩擦の対象となる産業分野の拡大だけ
でなく，日本のマクロ的，構造的要因
（24）
も摩擦の原因として批判を浴びるように
なった。貿易摩擦の次元を超えて経済摩擦の様相を呈してきたといえる
（25）
。
　しかし，1990 年代に入ると日欧関係は改善の局面を迎える。貿易収支とい
う点では，日本のバブル経済の崩壊に続く「平成不況
（26）
」により日本の対 EU 貿
（20）　Gilson, op. cit., p. 24.
（21）　Ibid.
（22）　通関文書のフランス語使用義務や輸入通関手続きを，フランス内陸部のポアチエにある事務
処理能力が不足した小さな税関事務所に一元化するなど，日本製ビデオデッキへの実質的な輸入
制限措置であった。
（23）　外務審議官と欧州委員会対外関係総局長を共同議長として行われる経済関係全般を協議する
枠組みであり，日 EU 間の事務方の協議としては経済分野では最も高いレベル。
（24）　日本の複雑な流通制度，経済活動を歪曲する土地価格，系列関係，長時間労働に支えられた
経済活等など。日本異質論と結びつき，ヨーロッパにおいてもアメリカにおいてと同様に批判の
対象となった。杉本昭七・藤原貞雄編『日本貿易読本』東洋経済新報社，1992 年，p. 115
（25）　同上，pp. 113─115
（26）　1991 年から 2002 年の経済低迷期間，いわゆる「失われた 10 年」のことを指す。
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易黒字は大幅に縮小した。また，詳しくは後述するが，冷戦の終焉や欧州連合
（EU）の誕生など，喫緊の課題である貿易摩擦の解消にかかりきりであった日
欧関係をより包括的なものへと変えていく機運が出てきた。こうしたことから
1991 年，双方が基本的価値観を共有することを確認する「ハーグ宣言」が採
択された。
　第二に，貿易不均衡や経済摩擦に起因したヨーロッパ側による感情的ともい
える激しい日本批判が日本社会に強い印象を与えたということが言える。ヨー
ロッパ側の批判には，「日本異質論
（27）
」などにみられるように，西欧を起源とし
ない日本という東洋の国が経済大国として台頭してきたことに対する不安と苛
立ちが背景にある。さらに問題を深刻にしているのは，日本と欧米諸国の間に
ある相手への知識量の非対称性である。つまり，日本は近代化にあたり欧米諸
国に学んできた歴史があり欧米諸国への知識をある程度持っているが，欧米諸
国の日本に関する知識はそれに比して圧倒的に少ないことが日本異質論のよう
な日本への感情的な批判を助長することになった。
　アメリカにおいては，ライシャワーやヴォーゲルのようなジャパノロジスト
によって日本に対する知識の向上が試みられていたが，対日貿易収支の赤字が
巨額になり，ジャパン・マネーが流入し自国の不動産や企業を買収していくの
を目の当たりにしてすると，リビジョニストによる日本異質論の方が説得力を
持って受け入れられた。たとえば，ファローズは，日本を「（資本主義的）開
発志向国家
（28）
」ととらえ，このような「開発志向国家」との間に自由貿易を拡大
（27）　日本の経済的台頭に警戒感をもって日本の社会や文化の異質性，特殊性を強調する考え方。
1987 年『フォーリン・アフェアーズ』誌に掲載された在日オランダ人記者ファン・ウォルフレ
ンの「ジャパン・プロブレム」を契機に広まった論議である。1989 年に入り特に活発化し，フ
ァローズは「日本はアメリカとは異質の国で価値観も異なり，自由貿易の考え方は通用しない」
として，日本の政治・社会・経済構造自体への批判と改革を主張した。
　　Von Wolferen, Karel G, “The Japan Problem”, Foreign Affairs, Winter, 1986/87.
　　Fallows, James, “Containing Japan”, Atlantic Monthly, May, 1989.
（28）　チャルマーズ・ジョンソンが著書『通産省と日本の奇跡：産業政策の発展 1925─1975』の中
で日本や韓国，台湾のような国のことを「開発志向国家」を読んでいる。
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すれば欧米諸国のような「自由貿易国」の側の工業基盤が破壊されるため，自
由貿易以外のルールすなわち日本を封じ込めるか「外圧」を用いて市場を開放
させるなどして貿易を進めるべきだと説いている
（29）
。
　リビジョニストによる日本研究はジャパノロジストによるものよりも歴史は
短く，表面的でしかない。しかし，貿易不均衡の原因が欧米諸国の経済や政策
にあるのではなく，日本のアンフェアな行動にあり，日本の政治，経済システ
ムの異質性に起因するのだという説明は，欧米の一般国民の不満を解消する役
割を担っていた。前述したように，日欧の貿易摩擦が激しさを増した 1979 年
代から 1980 年代前半は，ヨーロッパでは石油ショックの影響による経済不振
を背景に社会不安が蔓延していた時期（いわゆるユーロ・ペシミズム）と重な
っており，日本異質論のような主張が受け入れられる環境にあった。さらに，
こうしたリビジョニストによる偏見や批判に対して，日本からは説得力のある
反論がほとんどなされなかったことにも言及しておきたい
（30）
。
1.2　経済摩擦収束から政治対話へ
　日欧関係全体からみて貿易・経済摩擦があったのは限られた期間だったとは
言え，その歴史とそれを解決するための経験は日欧関係を語る上で避けること
が不可能な要素であり，日欧関係が経済以外の領域へ広がっていくこととも無
関係ではない。なぜなら，戦後から 1980 年代末までの日欧関係において政治
的関係が発展しなかった主な要因は，経済摩擦による欧州の日本への不信や不
満が大きすぎたことにあったからである。
　1991 年 7 月 18 日の「ハーグ宣言」では，日本と EC が対等のパートナーと
して，共通の価値観（自由民主主義，市場経済，人権の遵守，法の支配に基づ
く共存共栄）を前提に，世界的な課題に対処するために対話の活性化と共同の
（29）　Fallows, James, “Containing Japan”, Atlantic Monthly, May, 1989.
（30）　日本側の反論として最もよく知られているのは石原慎太郎『NO と言える日本』である。
Shintaro, The Japan That Can Say No,: Why Japan Will Be First Among Equals, Simon & 
Schuster, 1991.
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貢献を打ち出した
（31）
。ハーグ宣言を契機に日欧関係は質的転換を遂げたと言われ
るが，ハーグ宣言は日本側のイニシアティブにより交渉が進められたものだっ
た。通称「オワダ・イニシアティブ」と呼ばれるこの宣言は，当時外務審議官
だった小和田恒氏が提唱し交渉に深くかかわっている。
　日欧の経済摩擦がなかなか解決されなかった一因は，経済力を伸ばした日本
がヨーロッパを「斜陽」とみなし軽視してきたことにあり，EC 側も「日本と
いう国は経済だけを考えている利己的な国だ。ヨーロッパがつくった秩序を壊
そうとする闖入者だ」いう見方が支配的だったからだ。前出の「ウサギ小屋」
文書にみられるような日本人に対する感情的反発や心理状態を放置することは，
日本外交にとって極めて危険であるとの判断から，日本は日欧関係を経済だけ
でなくトータルな関係を構築することを目指した。日欧が相互に必要であり有
意義な存在であるという状況をつくりだすために，共通の価値観を前提とする
協力関係の枠組みを打ちたてようと提案したのがハーグ宣言であった
（32）
。EC 側
は日本からの予想外の提案に驚きながらも歓迎し，その哲学を受けてハーグ宣
言をまとめる交渉に入った
（33）
。
　ただし，小和田氏も認めるように，ハーグ宣言をまとめるにあたっては日本
側でも，政府内に「今さらこんな宣言を出しても何にもならない
（34）
」とか，「ヨ
ーロッパに利用されるだけだ」とかいった反論もあった。EC 側も「日本は経
済摩擦をそのままにして，問題を回避するために政治面の関係強化などと言い
出したのではないか」と懐疑的であった
（35）
。
　1978 年に福田首相がブリュッセルを訪問し，日欧関係のあり方について後
（31）　European Commission, Joint Declaration on Relations between the European 
Community and its Member States and Japan, The Hague, 18 July 1991, Available at:
〈http : //eeas.europa.eu/archives/docs/japan/docs/joint_pol_decl_en.pdf〉,［Accessed 25 
August 2017］
（32）　小和田恒・山室英男『外交とは何か』NHK 出版，1996 年，pp. 198─201
（33）　同上，p. 202
（34）　同上，p. 204
（35）　同上，p. 202
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のハーグ宣言と同様の考え方をスピーチした際には，会場からは貿易不均衡是
正についての質問や批判が相次ぐばかりで，日本の哲学は全く受け入れられな
かったということがあった。この時，首相秘書官として同行した小和田氏は，
政治的関係を話し合うことすら時期尚早であったと回顧している
（36）
。しかしハー
グ宣言の交渉時には，欧州委員会のドロール委員長が 1990 年の来日時に海部
首相と会談し，海部首相が示した「健全な競争と建設的な協力」というモット
ーに快く同意した
（37）
。この事実は日欧関係に質的転換が起こったことを示してい
るといえる。
　日欧は，ハーグ宣言により，「自由民主主義，法の支配，人権，市場経済」
という基本的な価値を共有することを宣言して以来，相互に信頼を醸成してき
た。その延長に，日・EU 関係のあらゆる側面を強化する方途として，「政治，
グローバル，その他の分野別協力を包括的に対象とし，拘束力を有する協定」
（SPA）及び経済連携協定（EPA）についての並行した交渉のためのプロセス
が大枠合意，そして署名されたのである。
2．日 EU 戦略的パートナーシップ協定の意義
2.1　日 EU 関係─無関心の構図
　「ハーグ宣言」の採択が可能になった背景には，1990 年代になって日欧間の
経済摩擦がほぼ収束したことで，政治的関係の構築ができ環境が整ったという
背景があったのは前述した通りである。これにより，日欧関係は質的が進むこ
とになるが，そのことは日欧の相互関心や相互の重要性が増したということと
同義にはならない。ハーグ宣言を採択した当時，日本も EU も新たに政治構造
（political structure）を構築して協力をしていこうという互いへの興味・関心
（36）　同上，pp. 205─206.
（37）　同上，pp. 202─203.
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を欠いていた
（38）
。日本側は，貿易不均衡に関して欧州から長期間にわたり非難に
さらされていることへの不満があった
（39）
。他方，欧州側には，各加盟国政府と異
なり EU として包括的外交政策を策定する能力を備えていなかった。さらにこ
の時期 EU はソ連やユーゴ解体による東ヨーロッパ諸国の問題に対応するのに
追われ，日本に興味や関心が向く状況ではなかった。皮肉なことに貿易・経済
摩擦のような喫緊に解決すべき問題が収束したこと，そこに周辺的な事情も加
わり日欧相互の関心は薄れたともいえる
（40）
。そしてその状況は，その後も現在に
至るまで大きく変わっていない。
　日本側の EU に対する関心の低さは，EU への期待の低さと関連している
（41）
。
その要因として，日本外交においてアメリカやアジア諸国との関係が相対的に
重要視されることや，対 EU より英仏独など主要国との二国間関係をより重視
すること，EU の共通外交政策分野（CFSP や ESDP）の政策過程が非常に複
雑なために日本側の理解が不十分なことが挙げられる
（42）
。そして何よりも 2000
年代以降の日欧関係は喫緊の問題もなく極めて良好であることが，その潜在的
可能性を活かすことができず「人為的パートナーシップ（artificial partner-
ship
（43）
）」にとどまっている原因になっている。ハーグ宣言から 10 周年にあたる
2000 年 1 月 13 日，河野洋平外務大臣はパリで「Seeking a Millennium Part-
nership: New Dimensions in Japan-Europe Co-operation」と題する演説を
行った
（44）
。その中で，日欧は価値を共有し，グローバル・パートナーとして国際
（38）　Nuttall, Simon, “Europe and Japan” in Hanns Maull, Gerald Segal and Jusuf Wanandi, 
eds. Europe and the Asia Pacific. London: Routledge, 1998, pp. 175─176.
（39）　エディット・クレソンへのインタビューをはじめ，当時の欧州が日本をどのように見ていた
かを知るひとつの参考資料として日本に詳しいフランス人ジャーナリストによる文献 Donnet, 
Pierre＝Antione, Le Japon anchéte le monde, Éditions du Seuil, 1991 が挙げられる。
（40）　de Prado, op. cit., p. 14.
（41）　Tsuruoka, Michito, “‘Expectations Deficit’ in EU-Japan Relations: Why the 
Relationship Cannot Flourish”, Current Politics and Economics of Asia, Vol. 17. Issue 1, 
2008
（42）　Ibid., pp. 114─118.
（43）　Tsuruoka 2006a, op. cit. p. 384.
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関係へのアプローチにおいて多くの共通点を有していることから，日本は EU
との政治的関係をより強化したいと述べている
（45）
。河野外相も指摘するように，
21 世紀の日欧は「当然の戦略的パートナー同士（natural partners
（46）
）」となる
潜在性を持っている。しかし潜在性を持ちながらもそれを発揮できずにいるの
は，やはり双方に死活的利益に関わるような案件がほとんどないということが
ある。
2.2　規範的パートナーとしての日 EU 関係
　それでは，そのような状況においても日本が EU と特に政治的関係を強化す
るメリットは何なのであろうか。アクション・プランからさらに 10 年が経過
した 2011 年に SPA と EPA の交渉を並行して開始することが決定し，2017 年
にそれが大枠で合意がなされ，2018 年に署名された。日本にとって今後の EU
とのパートナーシップはどのようなものでありうるのだろうか。
　日本にとって EU はどのような存在なのか。日本が EU と共通しているのは
国際政治においてアメリカのような軍事的（military power）ではなくて，
シビリアン・パワー（civilian power）とみなされることである。マナーズは
EU を国際政治において基本的な価値（平和，自由，民主主義，法の支配，人
権）を推進する規範的パワー（normative power）と定義しているが
（47）
，憲法に
よって武力行使に縛りがかけられ対話と協調によって外交を展開する日本は，
この点で EU と規範的パートナー（normative partner）となる潜在性をもっ
ているといえる。
　ヨーロッパと異なり，東アジアには 21 世紀の現在でも冷戦構造が残ってお
（44）　この演説の哲学が 2001 年 12 月の日 EU 定期首脳協議で採択された an Action Plan for 
EU-Japan Cooperation につながっている。
（45）　Ueta, Takako, “Japan and the European Security Institutions”, Studia Diplomatica, 
Vol. 54. No. 1─2, 2001, p. 131.
（46）　Ibid.
（47）　Manner, Ian, “Normative Power Europe: a contradiction in terms?” Journal of 
Common Market Studies, 40（2）, pp. 242─243.
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り，日本が EU と共有するような基本的な価値を前提としない国々がある。た
とえば，南北に分断され朝鮮半島は，まさに 21 世紀の残る冷戦構造であり，
朝鮮半島情勢は日本の安全保障において非常に重要であり続けている。1990
年代には，日本は EU に対して朝鮮半島エネルギー開発機構（KEDO）への
財政負担を要求することで，軍事力によらない南北朝鮮の緊張緩和への貢献を
引き出した。
　さらに，より積極的な EU によるアジア地域の安定への貢献を求める立場と
して，クロス・サポート概念が用いられることがある。クロス・サポートは
2001 年 12 月の行動計画に至る過程で日本側が提案したとされるが，日本外交
がグローバルな対外的関与を深めていく上で EU のパワーを利用する考え方で
ある。言い換えれば，日本がヨーロッパに協力をした分，EU 側にもアジアで
のバードン・シェアリング（burden sharing）を求めたいというものである。
この背景には，コソヴォやボスニア等，旧ユーゴ諸国の復興に日本が大きく貢
献している以上，ヨーロッパ側に対してもアジアの平和と安定の問題にいっそ
う関心を持たせ，応分の寄与を求めるとの考えがあった
（48）
。1990 年代以降，成
長著しいアジア地域への関与を強化している EU にとっても，価値を共有する
日本とのパートナーシップは有益であるはずだ。
　しかし，その後の日本外交が戦略的に EU のパワーを利用できているかとい
えば，そうとは言い難い。北朝鮮が 2017 年に国際社会の批判や制止を振り切
って頻繁に実施した核実験や各種弾道ミサイル発射は，日本の安全保障を大き
く脅かすだけでなく，国際社会に緊張をもたらした。そのような中，日本が伝
統的に頼りにしているアメリカは，約 10 日間という短期間で全会一致の安保
理制裁決議案を採択させる
（49）
など，国際社会と協調して北朝鮮に対峙する姿勢を
見せる一方で，トランプ大統領は国連での演説や SNS で子どもじみた北朝鮮
（48）　神余隆博「日本はなぜ EU と手をくむのか」『外交フォーラム』2002 年 7 月号 p. 58. 鶴岡，
前掲論文，2006a, p. 383.
（49）　The guardian, “North Korea sanctions: UN security council unanimously agrees new 
measures”, 11 September, Available at:〈https : //www.theguardian.com/world/2017/sep/12/
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の発言に応戦して北朝鮮の反発を煽り，かえって緊張を高めた
（50）
。2018 年 6 月
12 日にシンガポールで初めての米朝首脳会談が行われたが，非核化について
の時期や検証方法などの具体性に欠けており，実現可能性は未知数である
（51）
。他
方，ドイツのメルケル首相とフランスのマクロン大統領は，北朝鮮の行為が国
際法を踏みにじるものであり，国連安保理だけでなく EU としても断固とした
態度で臨む決意を表明した
（52）
。さらに，EU 首脳会議のトゥスク欧州理事会常任
議長は「国連安保理には追加の制裁と，朝鮮半島の平和的な非核化を実現する
ためのより強い決意を示すことを求める」と述べ，国際社会が連携して制裁を
強化し，事態の沈静化をはかる考えを示した
（53）
。
　SPA/EPA 署名後の共同記者会見において，安倍首相は両協定の署名につ
いて「日・EU 関係をより高い次元に引き上げる価値のある画期的なものであ
る」との認識を示した。EPA への署名については「保護主義的な動きが世界
で広がる中，日本と EU が自由貿易の旗手として，世界をリードしていくとの
ゆるぎない政治的意思を世界に鮮明に示す」ものであると述べた。また SPA
については，「基本的価値を共有する日 EU の協力関係を一層深め，ルールに
基づく自由で開かれた国際秩序を維持・拡大し，国際社会の平和と繁栄をリー
north-korea-sanctions-un-security-council-unanimously-agrees-new-measures〉［Accessed 
30 September 2017］
　　『毎日新聞』「北朝鮮制裁決議　米，短期間の採択優先　安保理結束示す」2017 年 9 月 12 日
（最終閲覧日：2018 年 12 月 8 日）〈https : //mainichi.jp/articles/20170912/k00/00e/030/241000c〉
（50）　Reuters, “Merkel, Macron call for tougher EU sanctions against North Korea” 3 
September 2017,〈https : //www.reuters.com/article/us-northkorea-missiles-germany-france/
merkel-macron-call-for-tougher-eu-sanctions-against-north-korea-idUSKCN1BE0NZ〉
［Accessed 30 September 2017］
（51）　『毎日新聞』「米朝首脳会談『へつらった』米紙がトランプ氏批評」2018 年 6 月 12 日
（52）　Ibid. ドイツのメルケル首相は 9 月 3 日にフランスのマクロン大統領と電話で協議し，北朝
鮮に対する制裁強化の姿勢を固めた。
（53）　Reuters, “EU’s Tusk says ready to ramp up sanctions against North Korea” 4 
September 2017, Available at:〈https : //www.reuters.com/article/us-northkorea-missiles-eu/
eus-tusk-says-ready-to-ramp-up-sanctions-against-north-korea-idUSKCN1BE0Z1〉
［Accessed 30 September 2017］
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ドしていく基礎となるもの」であるとの認識を示した上で，「今後，同協定に
基づき，幅広い分野での対話・協力を一層強化してききたい」と述べている
（54）
。
これに対して，トゥスク欧州理事会常任議長は，「欧州と日本は地理的には遠
く離れているが，日・EU が政治的にも経済的にも，これ程までに近づいたこ
とはない」と発言した
（55）
。
　こうした発言の背景には，トランプ大統領の出現により顕著になった戦後西
側諸国が築き上げてきた自由民主主義に基づく国際秩序がもはや所与のもので
はなくなってきている，という事実がある。日本を含むアジア諸国との自由貿
易協定，環太平洋経済連携協定（TPP）の締結に向けての協議に参加してい
たアメリカだが，トランプ氏が大統領就任直後に TPP からの離脱に関する大
統領令に署名した。それ以降，トランプ大統領は「アメリカ第一主義」の下，
さまざまな製品に輸入関税を課した。これには日本と EU がアメリカへ輸出し
ている鉄鋼が含まれる。日・EU の EPA は，大きな輸入関税を導入したトラ
ンプ大統領の保護主義的な貿易政策とは対照的である。ユンケル欧州委員会委
員長は，今回の協定は，「我々が協力することでもっと力強く豊かになれるこ
とを示している。先頭に立って，貿易とは関税障害以上のものだと実例をもっ
て示している。価値観や信念が重要で，全ての関係国とのウィン・ウィンの解
決策を模索することが大切だ」と述べている
（56）
。
　トランプ大統領による一連の政策によって日本にとっての日米同盟の重要性
が揺らぐことはないし，一貫して冷静な対応を続ける EU が軍事的パワーとし
てアメリカにとって代わることもないであろう。しかし，シビリアン・パワー
である EU だからこそ東アジアの安全保障や世界の自由貿易の発展について，
果たしうる役割があることは認識するべきである。同じくシビリアン・パワー
（54）　外 務 省 HP「第 25 回 日 EU 定 期 首 脳 協 議」（最 終 閲 覧 日：2018 年 12 月 8 日）〈https : //
www.mofa.go.jp/mofaj/erp/ep/page1_000601.html〉
（55）　同上
（56）　BBC, EU signs its biggest free trade deal with Japan, 17 July 2018, Available at:
〈https : //www.bbc.com/news/business-44857317〉［Accessed 8 December 2018］
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である日本は，自国の外交を推し進める際に，規範的パートナーとして EU や
ヨーロッパ諸国に対してどのような役割を果たすことを期待し，引き出すこと
ができるのかを，真剣に検討することが求められる。同時に，日本の外交的立
場や方針について EU 側の理解を深化させる努力も必要となる
（57）
。
おわりに
　自由民主主義という価値が様々な方面から挑戦を受けている今こそ，日本は
SPA/EPA を機に，シビリアン・パワーとして EU と規範的パートナーにな
ることで開ける可能性を考える最も良い契機になる。
　もちろん価値を共有することと，実際にその価値を政策として実現するレベ
ルには大きな違いがあり，日・EU が政策実施のレベルにおいてまで完全に考
え方を共有しているわけではない。たとえば，EU が SPA にいわゆる「人権
条項」を含めてきたことに対して，日本はこれが死刑制度廃止への圧力になる
のではないかと懸念する向きもある。ヨーロッパでは死刑制度そのものが人権
侵害であると考えられているが，日本の世論は必ずしもそのように考えていな
い。このように「人権」という概念ひとつをとっても，両者の解釈や適応範囲
などに多々相違が見られる。
　日本の死刑制度が SPA に抵触し，直ちに EPA が停止されるようなことは
ないと見られている。規範的パワーとしての EU が SPA によって，しばしば
EU が途上国にするように，日本に大きな変革を迫るようなことはない。日本
も外交交渉の中で，そうしたことは受け入れない姿勢で取り組んできた
（58）
。した
がって日欧 SPA に含まれる人権に関する内容は，たとえ SPA という形でル
ール化されるまでもなく，日本がすでに実践している内容の域を出るようなも
（57）　たとえば 1989 年の天安門事件を契機に欧米諸国は対中武器禁輸措置を取ってきたが，のち
に解除に向けた動きが表面化した際，東アジアの軍事バランスと安定に多大な影響を生じさせる
ため日本は対中禁輸措置解除に反対することを欧州諸国に主張している。
（58）　筆者が 2017 年 7 月 21 日に外務省欧州局政策課長へヒアリングを実施した。
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二〇六
のではない。そうであれば，これまでの共同宣言などと異なり法的拘束力をも
つとはいえ，SPA で改めて価値の共有を確認することは形式的なものに過ぎ
ず，実質的な意味はあまりないようにも見える。
　しかし，昨今ポピュリズムや保護主義の台頭が世界的に顕著となり，戦後西
側諸国が築き上げてきた自由民主主義に基づく国際秩序が所与のものとして成
立しない情勢となっている。日本にとって最重要国の筆頭であるアメリカが，
保護主義的な姿勢をとることで国際政治に及ぼす影響は非常に大きい。現在の
国際社会において戦後日本が西側先進国の一員として培ってきた価値を共有す
る国は決して多くない。その限られた存在が EU あるいはその加盟諸国なので
ある。そのことを認識したうえで，日本の価値や立場を実現していくためにシ
ビリアン・パワー同士あるいは規範的パートナーとしての EU との関係を真剣
に検討する重要性を，SPA を契機に認識するべきであろう。
〔付記〕
この論文は欧州委員会の研究助成エラスムス・プラスを受けた国際共同研究「アジア・
ヨーロッパ関係の新局面：アジアおける EU のグローバル・アクターネスと戦略的パー
トナーシップの模索」（2017 年 10 月～2019 年 3 月：高麗大学，復旦大学，慶應義塾大
学，ジャワハルラール・ネルー大学，カンタベリー大学）の成果を基にしている。
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